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２Ｇ１７ 

産総研のワークライフバランス： 

研究職職員の年次有給休暇取得と研究成果について 

 
○松田聡、大谷加津代、松浦浩久、川崎一則、澤田美智子 

（独）産業技術総合研究所 

 
1. はじめに 

(独)産業技術総合研究所(産総研)ではワークライフバランスの観点から年次有給休暇の効率的な取

得を推進している。平成 17 年 4 月に策定した次世代育成支援行動計画 1)においては、多様な労働条件の

整備の一環で年次有給休暇の取得促進を勧めている。中間目標年である平成 19 年では、全職員の平均

取得日数は 10 日であり、研究職に限ると 8日であった。 

産総研は独立行政法人通則法により、３年以上５年以下の期間において達成すべき業務運営に関する

目標を達成するための計画(中期計画)を作成している。第１期中期計画は平成 13 年度より 16 年度の４

年間実施し、第２期中期計画は平成 17年度より 21年度までの５年間で現在実施中である。本報告では、

産総研の研究者の年次有給休暇の取得状況をまとめるとともに、研究成果との関連性について考察する。 

 

2. 産総研の年次有給休暇取得状況 

産総研職員の年次有給休暇は、就業規則において、１月１日から 12 月 31 日までの一暦年ごとにおけ

る休暇とし、その日数は在職期間によって細かく分かれているが、産総研に１年以上勤務したものであ

れば 20 日である。また、年次有給休暇は、20 日を限度として、その年次の翌年に繰り越すことができ

る。したがって、1 月 1 日時点において、多い人で 40 日の年次有給休暇を取得できることになる。年

次有給休暇の使用単位は１日であるが、申出の際に半日を単位として申し出た場合において理事長が認

めたときは半日を単位とすることができ、年次有給休暇のうち労働基準法に規定する日数を超えて付与

された年次有給休暇については１時間を単位とすることができる。 
図１は、一暦年間に取得した年次有給休暇日数ごとの研究職職員の人数を示している。次世代育成支

援行動計画での働きかけもあり、第１期である平成 15 年(図中では H15、以下同様)および H16 では突

出していた年次有給休暇をまったくとらない人の数が第２期である H17 から H19 では減っている。取

得日数は、7 日程度まではほぼ同人数であり、それ以上取る人は漸減していく。漸減していく区間のな

かを暦年ごとに比べると、第１期に比べると第２期のほうが人数が多い傾向が見られる。20 日取る人に

ピークがあり、20 日より多く取る人はかなり少ない。20 日というのは一暦年に付与される年次有給休

暇の日数である。 
図 2 は、年次有給休暇の残り日数ごとの研究職職員の人数を示している。この図で 20 日以上残して

いる人は、日数に関わりなく次暦年に 20 日繰り越すことになる。図 1 から年次有給休暇を 20 日より多
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図 1 年次有給休暇の取得日数 図 2 年次有給休暇の残り日数 
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く取得する人が少ないことから、残り日数が 20 日より少ない人は、暦年の当初に付与されていた年次

有給休暇の日数が 40 日に満たない人が多いのではと考えられる。これは、前暦年からの繰り越しが少

ない場合や、新たに産総研の職員になった場合などが考えられる。 
図 3 は、年次有給休暇の暦年当

初に付与された日数、暦年間に取

得した日数、および残り日数につ

いて、全研究職職員の平均値を暦

年ごとに示し、さらにそれぞれを

性別で分けたものを示している。

前述のように産総研第１期である

H15 および H16 に比べ、第２期

である H17 から H19 のほうが、

取得日数が増えつつあることが分

かる。性別で比較すると第１期の

ころは当初付与された日数にあま

り違いは見られないが、取得日数

は女性のほうが 1 から 2 日ほど多

く、その結果残り日数が女性のほ

うが少ないという傾向が見られた。

第２期では、取得日数の性差が少なくなる傾向があるが、当初付与された日数が女性のほうが少なくな

り、その結果残り日数に男女間で 2 から 3 日の差が出てきている。産総研の第２期では女性研究職の採

用を増やすこともアクションプランに挙げている。女性研究職に占める新規職員の割合が高くなり、そ

の結果、新規職員は当初付与される年
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図 3 年次有給休暇の当初付与された日数、取得日数および残り日数

次有給休暇日数が少ないので上記の差が出たものと考えられる。 
図 4 は、一暦年(H19)の月ごとの年次有給休暇の取得日数を示している。最も取得の多い月は 8 月で

あり、これは夏季休暇(3 日以内)と合わせて取得したことが多いのではと考えられる。次に多いのは 12

月であり、これは年末ということもあるが年次有給休暇が暦年単位であることも関係していると考えれ

れる。最も取得の少ない月は 9月であった。 

 図 5 は、一人あたりの平均取得日数の月別を示している。図 4 ののべ日数を平成 19 年に在籍した研

究者数で除したものである。8月と 12 月は平均 1日以上取得している。性別で比較するとほとんどの月

で女性の年次有給休暇取得は高い傾向があるが、1月と 7月に関しては男性のほうが高い。 

0

0.2

0.4

0.6

0.8

1

1.2

1.4

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

年次有給休暇取得月

一
人

あ
た

り
平

均
取

得
日

数

全員

女性

男性

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

3500

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

年次有給休暇取得月

の
べ

日
数

女性

男性

図 4 年次有給休暇月別取得状況(のべ日数) 図 5 年次有給休暇月別取得状況(平均取得日数) 

－1072－



 

3. 年次有給休暇取得状況と研究成果 

 図 6 に年次有給休暇の取得日数と、その日数を取得した研究者の一人あたり誌上発表件数の関係を示

す。取得日数を暦年間累計して端数(半日休暇等)は切り上げている。誌上発表は年度単位の成果として

扱っており、年次有給休暇とは３ヶ月の時間差を含んでいる。また、誌上発表は、その人が著者名に名

前が載っている誌上発表の件数を用いている（以下の成果発表もすべて同様）。年度ごとにキーを変え

て示しているが、産総研第１期である H15 および H16 と、第２期である H17 から H19 の傾向をみる

と顕著な違いは見られない。したがって年次有給休暇の取得日数が増えても成果に大きな違いは見られ

ないと考えられる。そのほかの特徴として、いずれの年度においても全く取得しない場合より 1 日取得

する場合のほうがほんの少し多くなる。取得日数が 10 日前後までは、ほぼ 5 件(4 から 6 件)程度で横ば

いと見られる。10 日より取得日数が増えると漸減の傾向が見られる。20 日より多く取る人は図 1 で示

したようにかなり少ないため、あまり統計的に有意とはいえない。 
図 7に図 6のデータを各取得日数ごとに平均した誌上発表件数を性別で比較した結果を示す。研究職

に占める女性の割合はまだまだ少ない(平成 19 年度で 6%)ので、全員と男性のデータはほぼ一致する。

ばらつきはあるが、女性研究職の成果も同様な傾向があり、性差による差異はあまりないと考えられる。 
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図 8および図 9に、口頭発表に関する結果を示す。誌

上発表の場合と同様、第１期と第２期に差はなく、取得

日数が 10 日前後まではほぼ横ばい、性別による違いは

ないという結果である。 

図 10 および図 11 に特許出願に関する結果を示す。年

度別で見ると出願件数の減少傾向が見られるが、これは

産総研では発明者による出願前の入念な特許調査を推

奨するなど特許の出願件数よりも質の高い特許出願を

重視するようにしてきたためである。年次有給休暇の取

得日数との関係は上述の誌上発表や口頭発表と同様な

傾向を持っている。 

図 12 は、年次有給休暇を全く取得していない人と取

得日数が 1日から 10 日の人を分け、それぞれの誌上発

表件数に関する頻度分布を示している。特徴として年次

有給休暇を全く取得していない人は、1 日から 10 日取

得している人に比べて、誌上発表件数が 0件というのが

高く、有数の誌上発表件数は比較的少ない傾向がある。発表件数が 6件以上になるとほぼ頻度は同じよ

うになる。他の口頭発表件数や特許出願件数に関しても同様な傾向があり、年次有給休暇を取得してい

ない人は成果が 0件であるのが多い傾向がある。 
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4. おわりに 

 産総研研究職職員の年次有給休暇の取得状況と成果発表についてまとめた。本報で行ったのは、成果

についての量的評価であり、むしろ質的評価のほうが重要であると思われるが、今後の課題としたい。 
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